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１．研究の背景と目的

　私立大学の経営環境が厳しさを増している。2018年
度において定員充足率を満たしていない大学の比率は
前年度より減少し33%となったが（日本私立学校振興・
共済事業団 , 2019），この改善の背景には学生募集停
止，補助金不交付を念頭においた合格ライン引上げ，
入学定員削減といった消極的措置が背景にあり（渡辺 , 
2017, p.110），少子高齢化の進展による危機的状況に
変化は生じていない。これら厳しい経営環境への適応

が私立大学には求められている。政府は，急速に変化
する環境に適応するため，大学に対してトップマネジ
メントの強化によるガバナンス改革を要求しており，
私立大学セクターにおいても，持続的な経営に向けた
種々の施策が実行されている。例えば，日本私立大学
連盟経営委員会経営・財務モデル検討分科会（2007）
は種々の経営判断指標を提示し，各大学の安定的・持
続的経営に向けた支援を行っている。これらの改革
は，当事者である政府や私立大学セクターにとどまら
ず，人材育成の観点から産業界による変革要求もなさ
れている（経済同友会 , 2012）。バーンバウム（1992）
は，分権化の特徴が顕著な大学組織においては，単一
の現象に対しても多様な認識が存在するため，営利組
織と異なり特定の組織目標を最大限に達成し得る「客
観的現実の世界」（p.103）は存在しないと指摘してい
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る。大学組織特性の差異を考慮せず，政財界主導で進
められる上意下達性の強化を基軸とした大学ガバナン
ス改革は，成果を生み出すよりも，むしろ大学内部に
軋轢や混乱を生じさせている。大場（2011）は，実効
性を伴った大学改革が実施されるためには「組織にお
いて最も基礎的な構成要素である組織文化の変化を伴
わなければならない」（p.253）と非制度的側面である
組織文化を変革することの重要性について言及してい
る。組織文化と「同じ硬貨の裏表」（Schein,2004,p.10）
であるリーダーシップも含め，非公式組織の調整メカ
ニズムに着目した大学ガバナンス研究も進展してい
る。本稿が着目する私立大学においては，両角（2011, 
2012）が人件費比率や定員充足率等の経営改善指標を
従属変数としてリーダーシップや組織文化の影響に関
する検証を試みている。また，村澤（2017）は国公私
立を対象として学長リーダーシップと組織風土が卒業
時の成績に与える影響を検証し，その影響は相対的に
小さいと指摘している。
　一方，環境変化に対して柔軟に適応し得る組織条件
の解明を目的とする場合，これらの定量的な観点に基
づく先行研究には二つの課題がある。第一に，上記研
究において従属変数として取り扱われている教育や経
営活動に関する指標は「有効性（eff ectiveness）」を
示してはいるものの，「どの程度良く行われたか」に
ついての「組織の成果に対する内部基準」である「能
率（effi  ciency）（注：以下，効率と表記）」（桑田・田尾 , 
1988, p.132･133）を想定していない。しかし，大学ガ
バナンス研究が大学組織の環境適応に関する諸条件の
解明を目的とするならば，むしろ組織研究における「事
実解明原理」（ミルグロム・ロバーツ ,1997,p.26）であ
る「効率」に着目することの方が重要である。
　第二の課題として，組織の環境適応能力を問題とす
る場合，特定時点だけではなく継時的な変化にも着目
する必要がある。加護野（2004）は，コンティンジェ
ンシー理論が望ましい状態として想定する環境への適
合状態は，むしろ「組織の慣性力が最も大きくなる」
状態であり，「現実の組織にとってはかならずしも望
ましいものではない」（p.25）と指摘している。大学
組織における環境適応と組織の慣性力との問題は，一
層重視する必要があると考えられる。
　今一つ私立大学の経営については規模の問題があ
る。わが国の私立大学では，大学の規模と経営の安定
性が密接に関係しており，先述の日本私立大学連盟経
営委員会経営・財務モデル検討分科会（2007）は，各
種の経営指標に対して規模の経済性が強く働いている
ことを示している。しかし，大規模化は大学経営に
とって無条件に好ましいとはいえない。Kaplan（2006, 

p.230）は大学のような公的セクターは，相対的に組
織内取引費用（internal transaction costs）が増加す
る傾向があると指摘しているが，大規模化による組織
内の調整や動機づけにかかる取引費用の増大は統治の
困難性を高め，経時的進化を阻害する。
　従来，私立大学の経営において規模の増大は経済性
という観点から主として肯定的に捉えられてきたが，
組織全般の効率という観点から見た場合，後述のよう
に取引費用の増大を招き，結果的に組織の慣性力を高
めるという否定的側面をも考慮する必要があると考え
られる。本稿では取引費用理論を手掛かりに効率に対
する規模の両義性の存在を実証することを通じて，私
立大学が競争環境に適応するための条件を規模の観点
から考察することを目的とする。

２．研究方法

2.1　取引費用理論
　取引費用理論における分析の基本単位は「取引」（ダ
ウマ・スクルーダー ,2007）である。ダウマ・スクルー
ダーは「分業と専門化のため，社会には無数の取引が
生じなければならない」（p.10）とし，市場における
貨幣と財の交換以外に，好意に基づく財の供与なども
含め「交換が行われるときにはいつでも，わたしたち
はそれを（経済的）取引という」（p.10）と定義して
いる。本節では，かかる経済的取引をもとに展開され
る理論であり本稿の中心的概念となる取引費用の理論
的背景について整理を行う。
　取引費用とは「システムを運営する費用であり，コー
ディネーションと動機づけに必要な費用」（ミルグロ
ム・ロバーツ ,1997, p.31）であり，調整（コーディネー
ション）費用と動機づけ費用に大別される。ミルグロ
ム他（1997）によれば，調整費用は，階層組織におけ
る情報流通費用，市場の運営費用（通信，計算，人件
費，賃借料等），市場の分析費用（市場調査，マーケティ
ング費用等）に，動機づけ費用は，情報の不完備性と
非対称性に関する費用（合意形成のための情報が不完
全なことにより生じる費用）と不完全なコミットメン
トによって生じる費用（裏切りの恐れによる取引の非
成立等によって生じる費用）に分類される。また，こ
れら取引費用は「他の費用と簡単に区別できない」（ミ
ルグロム ・ ロバーツ , 1997, p.37）性質を有している
とされる。なお，菊澤によれば，取引費用理論の創始
者であるコースは「市場取引にかかる一連のコスト」
である「市場取引コスト」と「経営者と従業員との間
に駆け引きが発生」する場合に生じる「組織内取引コ
スト」に取引費用を区分しており（菊澤 , 2009,p.17），
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先述の Kaplan は後者に言及している。
　一方，取引費用なぜ発生するのか，ウィリアムソン
はその発生メカニズムについて「人間の本性の基本的
な属性」である機会主義と限定合理性を据えたが（ウィ
リアムソン , 1980, p.416），菊澤（2009,p.20）によれば，
その仮定は次のように整理される。

TC1　すべての人間は自分の利益のために悪徳的に行
動する可能性がある

TC2　すべての人間は情報の収集，情報の計算処理，
そして情報の伝達表現能力に限界があり，合理的で
あろうと意図されているが，限定的でしかありえな
い

　North（1990, p.34・35）は取引費用の発生要因とな
る取引について，小規模な生産や限定的な取引活動に
おける「個別的取引」，組織的な紐帯や商業上の規約
に基づく「非個別的取引」，現代の経済活動の根幹を
なす「第三者の強化による非個別的取引」の三種に定
義する。そして，大学ガバナンスの対象として最も親
和性が高いと考えられる「非個別的取引」においては
取引の規模や多様性が増加するほど，合意形成は一層，
複雑になり取引費用が増加すると指摘している。
2.2　操作仮説
　North（1990, p.80）は一時点における資源配分の効
率である配分効率（Allocative Effi  ciency）と経時的
な効率である適応効率（Adaptive Effi  ciency）の二種
類に効率を区分している。前者の配分効率は「新古典
派におけるパレート効率の達成」に関する効率であり
後述のとおり規模の経済性と密接な関係性を有する。
後者の適応効率は「経時的な経済進化を形成するため
のある種の制度」であり，「社会的隘路や障害の解決」
に関連する経時的な効率とされる。経時的な環境適応
能力を示す適応効率は組織の慣性力の克服という点に
おいて取引費用の存在を措定している。
　一方，大学組織の特質であり相対的に高い取引費用
を要する同僚制は規模の増大に従い飛躍的に取引費用
を増加させる（ウィリアムソン , 1980, p.78）。ウィリ
アムソンは，この組織形態を用いる妥当性の判定基準
として規模の経済性を挙げている（同頁）。前述した
効率と同様，規模についても取引費用と規模の経済性
は密接な関係にあると考えられる。以上の仮定に基づ
き，次の操作仮説１及び２を設定する。

仮説１：規模が大きいほど，「規模の経済性」により
配分効率は高まる

仮説２：規模が大きいほど，取引費用の増大によって

適応効率は低下する

　また，経営環境が厳しさを増す条件下において，配
分効率に対する規模の経済性は，私立大学セクター全
体でどのように変化しているのであろうか。仮説３で
は，私立大学の経時的進化に取引費用が影響を与えて
いるのであれば，規模に起因する組織の慣性力の違い
によって，配分効率における規模の経済性の影響は経
時的に縮小されると予想し，次の仮説を設定する。

仮説３：経営環境が悪化している状況下においては，
規模の両義性に起因する組織の慣性力の差異によっ
て配分効率に対する規模の影響は経時的に減少する

2.3　先行研究
　私立大学における「規模の経済性」に着目した先行
研究としては，日本私立大学連盟（2007）が実践的観
点から経営指標と規模との関係性を検証し，その存在
を明らかにしている。また，小藤（2007）は費用と収
益双方に対する規模の影響を「規模の優位性」（p.1）
と定義し，国公私立大学に対する検証を行った結果，
規模による優位性の傾向がみられるとし，この傾向は
大学間競争の激化により「時間が経過するにつれて，
鮮明なものになっていくであろう」（p.24）と指摘し
ている。中島他（2004）は，国立大学を対象として支
出額に対する規模の経済性について検証を行い，その
効果が存在することを実証している。この分析結果を
もとに国立大学に対する資源集中の正当性が主張され
ているが，本稿が焦点をあてる取引費用の影響につい
ては考慮されていない。
　一方，これら先行研究は有効性を示す経営指標のみ
に着目しており，組織全体の効率をとらえていない。
本稿でも用いるデータ包絡分析法（DEA）によって
私立大学の教学と経営を視野に入れた組織的効率と規
模との関係性に着目した先行研究としては伊多波・山
﨑（2012）がある。しかし，同論稿は学部系統別・規
模別の集計単位という仮想単位を一事業体とみなして
おり，個別具体的な大学の効率に関心を寄せる本稿の
目的とは異なっている。また，国立大学を対象とした
山崎・伊多波（2009）も仮想事業体を前提としている。
　なお，中島他（2004）は教育活動と研究活動，山崎・
伊多波（2009）は学部を事業単位として範囲の経済性
に関する検討を行っているが，本稿が焦点化するのは
会計上，表面化しない組織内の取引費用であり，異業
種間における生産手段の共有による生産費用の効率化
に関心を寄せる範囲の経済性については検討対象に含
めていない。なお，範囲の経済性は後述する DEA に
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おける８つの効率概念には含まれていない。
　経時的な生産性の変化については，山崎・伊多波

（2010）が，マルムクゥイスト分析を用いて国立大学
における生産性の変化について検証を行っているが，
上述のとおり仮想事業体を前提としている。海外では
Agasisti and Pérez-Esparrells（2009）がイタリアと
スペインの大学における経営効率の時系列変化に関す
る比較検討を行っており，両国とも改善傾向にあるも
ののイタリアの改善傾向が一層高く，その背景として
ボローニャプロセスによって導入された学士・修士一
貫教育の導入による効果が想定されるとしている。さ
らに，Agasisti and Dal Bianco （2010）はイタリアに
おける高等教育人材の輩出効率という観点から前述し
た学士・修士一貫教育導入の経時的効果について検証
を行い，効率性の向上が看取されたとしている。
　取引費用に関する先行研究として，田尾（1991, 
p.276）は官僚機構による統治メカニズムが機能して
いる行政組織においてさえ官僚制の貫徹はサービス提
供者の機会主義を惹起し，それを是正するための取引
費用を生じさせると指摘している。行政組織と比べ，
自由度の高い大学組織においては，一層，取引費用
に配慮する必要があるが，オオウチ（1981,p.121）は，
かかる性質を有した組織の統治メカニズムとしては官
僚制や市場メカニズムよりも共通目標に対する社会化
を促す「仲間組織（クラン）」が望ましいと主張して
いる。大学組織における取引費用と効率との関係性を
検証した先行研究は存在しない。ただし，Nickerson 
and Silverman （2003）は，米国の物流業界を対象と
して，取引費用と効率の関係について検証を行い，雇
用する運転手との関係性をよく調整している輸送業者
ほど採算性が高いことを明らかにしている。
2.4　DEA
　本研究では，三つの操作仮説を検証するうえで二つ
の課題を設定する。第一の課題では規模の経済性と配
分効率に着目し仮説１および３の検証を行い，第二の
課題では，組織の慣性力と適応効率の関係性に着目し
仮説２の検証を行う。いずれの課題においても DEA

（データ包絡分析法）を用いる。本節においては，ま
ず DEA の分析手法について，その理論的背景に関す
る説明を行う。特に引用を明記していない箇所は末吉

（2001）に依拠している。
　DEA は経営分析手法である。本研究でも用いるラ
ディアル測定（放射線状の効率測定）と呼ばれる分析
モデルは，分析対象となる各事業体を相対的な効率に
基づいて評価を行う。DEA は多様なデータ（人数，
金額，面積等）を入出力の要素として用いることが可
能である。だが，投入要素については値の小さいもの

ほど好ましく，産出要素は値が大きいものほど好まし
いとされる。ただし，入出力データのいずれにおいて
もデータは正の値であることを原則とし，単位につい
ては任意に設定し得る。すべての事業体は最も効率的
な資源配分を実現している事業体の集合から構成され
る「効率的フロンティア」か，効率的フロンティアに
よって包含される領域である「生産可能集合」に位置
付けられる。効率的フロンティアに位置する最も優れ
た組織に着目するという点が DEA の大きな特色であ
り，観測値と予測値との誤差を最小化するよう回帰直
線を推定する回帰分析とその目的は異なる。この時，
効率的フロンティアに位置する集合は「パレート最適」
と呼ばれ，生産可能集合をパレート支配する。North
の配分効率は，その定義にみられるとおりこの概念を
前提としている。
　一方，このラディアル測定における効率に関しては
８つの効率概念が導出されている。配分効率に対す
る規模の経済性を検証する第一の課題では，「生産に
関する規模効率（Production-based Scale Effi  ciency：
PSE）」に着目する。PSE は，規模の経済性に関して
収穫一定を仮定する「技術・スケール効率（Technical 
Scale Effi  ciency：TSE）」 と収穫可変を仮定する「技
術的効率（Technical Effi  ciency：TE）」との間にお
いて（1）式の関係が成り立つ。

　　　

　図１は，上式の関係性を図示しているが，生産可
能集合にある点 f が収穫一定を仮定した効率的フロン
ティア上にある点 q に達するためには，収穫可変を
仮定した効率的フロンティア（点 r）に達するための
経営努力とともに，規模を調整する努力（点 r →点 q）
が必要であることを示している。本稿における第一の
課題では，この三つの効率に着目し分析を行う。

図１：規模の効率と効率的フロンティア
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　第二の課題では，DEA における時系列分析の手法
であるマルムクゥイスト分析を行う。同分析によって
析出されるマルムクゥイスト指数は収穫一定の条件下
で求められる TSE に経時的変化を加え，t 期から t ＋
１期，逆に t ＋１期から t 期にかけて TSE がどのよ
うに変化しているか２つの変化の幾何平均をとったも
のであり，（2）式によってあらわすことができる。な
お，第一項の IEIt→t+1は，t 期の事業体をｔ + １期の
効率的フロンティアで評価した場合の TSE，IEIt+1→ t

は，その逆を示している。

　以下の図２はマルムクゥイスト分析の概念を視覚化
したものであるが，同図を踏まえると（2）式を次の（3）
式のように表すことができる。

図２：マルムクゥイスト分析の概念図

　（3）式を，さらに変形すると（4）式となる。第一項は，
効率的フロンティアの変化，第二項は事業体 A の経
時的な経営改善性を示している。両項の幾何平均であ
るマルムクゥイスト指数は１以上である場合に経営改
善が進展，１と等しい場合は停滞，１未満の場合には
経営改善が後退していることを意味する。

　上記のようにマルムクゥイスト分析は先導的組織に
おける経時的な経営革新の時流の中における特定組織
の経営改善性に着目している。そこで析出される指数
は組織の「経時的な経済進化」に着目する North の
適応効率と整合的である。第二の課題では同分析に
よって析出されるマルムクゥイスト指数を適応効率
とみなし，規模と組織の慣性力との関係性について

検証を行う。なお，マルムクゥイスト指数は収穫一定
の条件下で測定がなされるが，Casu, Girardone and 
Molyneux（2004）は収穫可変が認められる場合にお
いても正しい計測値が得られるとしている。
2.5　分析に用いるデータと変数
　本稿では教学と経営双方の活動を視野に入れ配分効
率と適応効率に関する長期的変化を検証するため週刊
東洋経済が発行する『大学四季報』データの2008年度
と2016年度，二ケ年のデータを使用することとした（た
だし，両年とも財務データに関しては前年度決算の数
値であるが，以降は大学四季報データの発行年度をも
とに年度表記を行う）。所収データ数は2016年度は587
件，2008年度は108件であり，後者に制約されること
となった。また，日本私立大学連盟（2007）が指摘し
ているとおり，同じ私立大学とはいえ，医学部を有す
る大学とそうでない大学では収益構造が大きく異なる
ことから医・歯・薬学部を有する大学及び医療系単科
大学をデータから除くこととした（ただし城西大学は
薬学部を有するが同学部の学生収容定員が全体の３割
未満にとどまることから分析対象に含めている）。ま
た，DEA 分析の制約上，基本金組入額に０のデータ
が存在する４大学及びデータ欠損がある大学を除き，
最終的に74大学を分析対象とした。
　DEA の分析モデルとしては投入資源を節約するか

（入力志向），産出能力を高めるか（出力志向）の二通
りがある。私立大学の組織特性に鑑み成果の産出より
も資源の節約に重点をおく入力志向モデルを設定し，
変数の構成は２入力３出力とした。投入資源としては，
人件費と学生一人あたりの教員数（ST 比の逆数）を
設定したが，前者については日本私立大学連盟（2007）
が，私立大学の安定的運営にとって「「総人件費」管
理政策が絶対的に不可欠」（p.15）と指摘していると
おり，収支改善に最も影響を与える要因は人件費だか
らである。また，学生一人当たりの教員数を適切なレ
ベルに設定することは人件費管理の重要課題であり，
ST 比の逆数は Duch-Brown and Vilalta （2010）にお
いても用いられている。
　一方，産出要素としては経営に関するフロー変数と
して消費収入，ストック変数として基本金組入額を設
定した。消費収入は企業の総売上高にあたる帰属収入
から基本金組入額を控除したものであり，大学の諸活
動にかかる経費はすべて消費収入から賄われる。他方，
外部からの資金調達が困難な学校法人が必要な資産を
継続的に保持するために，学校法人会計基準29条では，
基本金を事業活動収入のうちから組み入れることを制
度化しており，予め帰属収入から控除された基本金は
教育・研究活動や奨学制度の充実，将来的な設備投資
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に充当される。消費収入と基本金組入額を合算すれ
ば帰属収入となるが，帰属収入のみを用いた場合，収
入の多寡のみが効率の判断要素となり，基本金の理念
が捨象されることからフローとストックに分解するこ
ととした。なお，私立大学などの大臣所轄学校法人は
2015年度より新学校法人会計基準が適用され従来の帰
属収入は事業活動収入となり消費収入という区分もな
くなったため，事業活動収入から基本金組入額を控除
した値を2016年度の「消費収入」として設定した。最
後に，営利を目的とせず収支均衡の原則が求められる
私立大学においては，無駄な支出を削減し，教育研究
活動経費を多く支出している大学ほど効率的な大学経
営を行っていると考えられることから，産出要素とし
て教育研究経費を設定し，２入力３出力のモデルを構
成した。
　なお，規模については2016年度の在籍学生数をもと
に5000人未満，5000人以上10000人未満，10000人以上
の三段階で区分することとした。表１が要約統計量で
ある。財務データは前年度決算の数値，学生・教員数
は当該年度５月現在の数値である。なお，学生は大学
院生を含み（非正規生を除く），教員は専任教員（任
期付き雇用含む）のみである。

表１：要約統計量

2.6　分析の方法
　課題１では仮説１及び３の検証を目的とする。両
仮説において配分効率に対する「規模の経済性」に
着目するため，従属変数として規模効率を示す2016年
度の PSE に着目する。配分効率に対する規模の経済
性の検証を目的とした仮説１に基づき統制変数とし
て規模，配分効率に対する規模の影響の経時的変化
を検証する仮説３に基づき説明変数として2008年度の
PSE を設定する。以上が，課題１の分析モデルであ
る。両年度の PSE を析出するためには，収穫一定お
よび収穫可変を仮定した DEA 効率値が必要となるこ
とから，まず着目する二ケ年における各大学の TE と
TSE を求め，既述の算出式に基づき PSE を算出する。
なお，PSE は規模効率をあらわし，完全に規模の調

整がなされている場合，最大値の１をとる。仮説３で
は，経営環境の悪化を背景として，経時的に「規模に
起因する非効率」が減少し，完全に規模の調整がなさ
れた場合，最小値の０をとることを想定していること
から，PSE を用いるのではなく１から同値を控除し
た指数を「規模に起因する非効率」として用いること
とした。なお，従属変数として用いる2016年度の規模
に起因する非効率は表２（本稿末に掲載）のとおりで
ある。数値の範囲が制約され，下限０にデータが集中
することから，従属変数のデータ範囲に制約がある場
合に用いられる Tobit 分析で補正した。
　つづく課題２では，2008年度から2016年度の二時点
間においてマルムクゥイスト分析を行い，取引費用が
適応効率に及ぼす影響について明らかにすることを
目的とした仮説２の検証を行う。なお，両課題の分
析にあたっては R version 3.3.1（R Core Team,2016）
を用い，課題１の Tobit 分析は，VGAM パッケー
ジの vglm 関数，課題２のマルムクゥイスト分析は，
nonparaeff  パッケージの faremalm2 関数を使用した。

３．分析結果

3.1　課題１の分析結果
　課題１では，仮説１及び３の検証を行ったが，表２
に示す TE，TSE，PSE の分析結果をもとに，その特
徴を概観する。表３は規模の経済性による制約がない
大学の一覧である。中小規模大学の中で，金沢工業大
学と名古屋商科大学が長期にわたって高い効率を示し
ていることがわかる。

表３：効率的大学（規模に起因する非効率なし）

　前者は全国企業品質賞において最高位のエクセレン
ス賞を受賞（2012年度）するなど，地方に所在しなが
ら革新的な大学運営を行っていることで広く知られて
いる。長期にわたる革新的な取り組みが分析結果に
も反映している。後者は国際ビジネスで活躍できる
グローバルリーダーの育成を目指し，学部において国
内ではじめて経営学教育に関する国際認証（AACSB 
International）を取得，修士課程においても国内で初
めて二種類の国際認証（AACSB 及び AMBA）を取
得するなど教育の質保証に関して先端的な取り組みを
展開している大学である。一方，2016年度のみをみれ
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ば，芝浦工業，豊田工業，広島修道，城西の各大学は
規模の調整努力によって，大規模大学と同様の配分効
率を実現している。以上の結果は，規模による調整努
力が行われれば，中小規模の大学においても規模の格
差を克服し得ることを示す。経営環境が悪化する中，
調整努力がなされた大学は2008年度の２大学から2016
年度の６大学へと増加している。
　一方，規模の調整努力は残っているものの収穫可変
を仮定した場合に，パレート効率を達成している大学
も存在する。その大学群を表４に示す。津田塾と大阪
経済の二大学は規模の調整努力が必要であるものの，
長期にわたり効率的運営を行っている。また，2016年
度は大正，東京女子，東京電機，流通科学の４大学が
効率的フロンティアへ移行し，中小規模の大学数は
2008年度の３大学から６大学へ倍増している。なお，
規模に起因する非効率を克服しているのは豊田工業の
みであり，その克服は容易ではないと考えられる。

表４：効率的大学（規模に起因する非効率あり）

　以上で TE 及び TSE の分析結果について概観した。
2008年度に比べ，2016年度は効率的フロンティアへ移
行する大学が増加している。規模に起因する非効率が

「有」から「無」へ変化した豊田工業を除くと，2016
年度に表３・４に初出した大学は10大学ある。うち７
大学は中小規模大学であり，大規模大学は３大学に過
ぎない。大学間競争が激しくなる中，仮説３で想定し
たとおり，大学間における効率の差異は縮小している
と考えられる。以上の結果を踏まえ，課題１の主題で
ある仮説１及び３を検証するため，Tobit 分析を行っ
た結果が表５である。

表５：規模に起因する非効率の変化

　規模との関係性をみると，小規模を基準として，中
規模，大規模の順で規模に起因する非効率が有意に低
下している。配分効率に対する「規模の経済性」を仮
定した仮説１は支持されたといえる。次に「規模に起

因する非効率」の経時的変化を見ると，2008年度から
2016年度にかけて減少傾向にあることがわかる。既述
のとおり，規模による格差が依然として存在するもの
の，中小規模大学におけるその格差を調整する努力は
着実に進展していると考えられることから仮説３は支
持されたといえる。
3.2　課題2の分析結果
　2008年から2016年にかけての時系列変化に関するマ
ルムクゥイスト指数を規模別にみると，規模を問わず
１未満の値を示していることから（表６），経営環境は，
全体的に悪化していると言える。しかし，かかる経営
環境の中でもより厳しい状況にある中小規模大学の方
が相対的に経営の悪化を抑制している一方，大規模大
学の経営改善性は大きく低下している。なお，中規模
大学は平均値が中位であるが，同一規模内での変動は
最も小さく相対的に安定的している。

表６：マルムクゥイスト指数の要約統計量

　マルムクゥイスト指数に対して規模による多重比較
を行った結果が表７である。大規模大学は中小規模大
学に比べ，経営改善性が有意に低下している状況が看
取される。結果として「規模が大きいほど，取引費用
の増大によって適応効率は低下する」とした仮説２は
支持された。

表７：マルムクゥイスト指数の多重比較結果

　なお，2008年度に比べ2016年度において，一層，経
営改善が進んでいる大学，すなわちマルムクゥイスト
指数が１を超えている大学は，同指数順に名古屋商
科（1.1372），豊田工業（1.0687），東京電機（1.0204），
芝浦工業（1.0144），甲南（1.0117），金沢工業（1.0115），
桃山学院（1.0077），日本福祉（1.0006）の８大学であ
る。興味深いことに名古屋商科と豊田工業の小規模二
大学以外は，いずれも中規模大学であり，規模の経済
性と取引費用は中規模で均衡すると考えられる。
3.3　分析結果のまとめ
　本研究は私立大学が競争環境に適応するための条件
を規模の観点から考察することを目的として，３つの
仮説を設定し，検討を進めてきた。配分効率と適応効
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率という二種の効率と規模との関係性について検証を
行った仮説１，２からは，規模の両義性に関する知見
が得られた。規模の増大は大学組織に経済性をもたら
す一方，組織内取引費用を増加させ組織の慣性力を強
化する。不断の経営革新を行い，効率的経営を行って
いる大学の規定要因を明らかにしようとするならば，
一時点での有効性や効率に関する評価のみならず，組
織の慣性力をも考慮に入れた評価の視点が求められ
る。
　本研究によって得られた第二の知見は私立大学セク
ター全体における配分効率に対する規模の経済性が，
全般的に縮小しているという仮説３から得られた知見
である。先述した小藤（2007）は「規模の優位性」は，
大学間競争の激化によってより明瞭になっていくと予
想していた。しかし，競争環境が厳しくなるほど，大
規模大学に比べ，中小規模大学の経営改善が相対的に
速く進展することにより規模の経済性は縮小すると考
えられる。
　本研究で得られた第三の知見は，私立大学の最適規
模に関する知見である。配分効率（表５）と適応効率

（表７）の双方において中規模大学は最も安定的であ
り，表２及び表６からも小・大規模大学に比べ，全般
的に経営改善が図られている状況が看取される。換言
すれば，規模の経済性と取引費用という対立的なメカ
ニズムは中規模大学において均衡するといえる。

４．考察

　わが国における大学ガバナンス改革はトップマネジ
メントと市場主義メカニズムを強化することによって
研究の活性化や大学運営の改善を企図している。そこ
には組織内取引費用に対する観点が欠落している。本
稿では規模に着目したが，取引費用の発生要因は規模
だけではなく，成果測定の困難性や成果を実現するた
めの方法の不確定性，共通した指針の不在なども，そ
の発生要因となり得る。これらの要因は大学ガバナン
スと密接な関係があり，表層的な面従腹背を生む強権
的な改革施策ではなく，大学の組織特性を踏まえた改
革が求められている。また，現在，設置者を問わず大
学間の連携統合が加速している。個々の大学における
固有の非公式メカニズムを踏まえない強権的統合は成
員の抵抗や対立を生み出すことによって組織内取引費
用を増加させ，長期的には適応効率を低下させる可能
性が高いと考えられる。連携統合による大規模化が経
営改善性の向上に寄与するのか検証が必要であろう。
　今後の研究課題としては，第一に取引費用の発生メ
カニズムに着目したクロスレベル分析の必要性であ

る。限定合理性や機会主義といった個人レベルで生じ
る取引費用がいかなる要因によって生じるのか，取引
費用の多寡は組織や専門領域によって異なるのか，そ
れは組織レベルの成果や効率に対していかなる影響を
及ぼすのか，さらなる解明が必要である。
　第二の課題は，組織内取引費用の軽減に着目した研
究である。大学が組織として機能するためには，この
点に着目することが不可欠である。長期的に高い経営
効率を保持している組織に着目し，その詳細なメカニ
ズムを明らかにするためには，定性的研究によるアプ
ローチも必要と考えられる。
　第三に取引費用理論を含め，新制度派経済学が展開
する理論と実証研究の接合を図るためには，要求基準
の達成のみを問題とする有効性指標や限定的な経営指
標ではなく，組織活動全般にわたる配分効率や適応効
率に着目することが重要である。これらの研究を蓄積
しつつ，大学ガバナンス研究を進展させる必要がある。
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